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This article reports on the possibility that recent education reforms in Turkey have the function of protecting 
domestic secularism with the use of EU accession issues. Firstly, the author reviews education reforms from 
the establishment of the republic up to the present day. During this period, there were several interventions by 
the military as the secular guardian, and education laws were amended to ensure eight-year compulsory 
education within the highly centralized education system in Turkey. But the school enrollment rate did not 
increase until the reform in 1997 by which the government built more schools and those who completed only 
fifth grade were left with no certificate. The 1997 reform explicitly aimed for this full enrollment of children 
and implicitly aimed to inflict damage on Islamists' schooling. Secularists found that the closedown of the 
early stage of the I
．
mam-Hatip school was effective in combating the Islamic movement, but islamists started 
to send their children to the remaining upper secondary stage of I
．
mam-Hatip school and assist even more in 
its development.  
In view of continuing reforms and the results of international education assessments, there are several factors 
for success in achieving the 100% enrollment rate through education reforms: many schools and classrooms 
were built; busing service was effective; a number of teachers were hired; and international assistance 
promoted education in remote areas. Public support was increased because the results of international 
assessments showed attainable scores in a comparison between Turkey and EU countries, and because the 
governing party (AKP) finally achieved the start of the EU accession talk. 
Secularists have to create stronger functions to maintain the domestic secular system today since the AKP’s 
backing groups are Islamists and EU accession negotiation requires more democracy in which military 
influence would no longer function for that purpose. The author attempts to summarize how education 
reforms today operate as a mechanism to maintain secularism in Turkey. The central government must use 
double standard for educational development between the foreign policy for the EU negotiation and the 
maintenance of domestic secularism. The paper also points out how reform is proceeding as a top-down 
approach, although both secular and religious parents and children have faced a severe environment when it 
comes to education. 
                             
∗ 国際研究・協力部 研究員 





欧州連合（以下、EU）への加盟を目指している。軍事的に必要とされ 1952 年に加盟できた NATO
に比べ、経済をはじめ社会的統合を含む EU 加盟については、加盟国内からの反発もあり 1964 年に
欧州経済共同体の準加盟国となった以後、1987 年に EC（当時）加盟申請を行ってから今日まで実
現してない。現在も主に経済面における利益を目的に、トルコにとって欧州の一員となることは悲
























































 国の開発計画を作成する国家計画庁（State Planning Organization: SPO）が 1960 年代から専門的・
技術的な計画を立て、中でも義務教育期間を８年に延長することは、第７次国家開発計画（1996～













































H 校卒業生の間で支持層が拡大していった。そして 95 年の国民総選挙では、親イスラ
ムの福祉党（Refah Partisi）が得票率 21.4％で第一党となり、共和国史上初の親イスラム政党が連立
ながらも政権を取ることになった。しかし、1997 年には世俗主義に反してイスラム主義を前面に打
























数の問題であると考えていたからである。1997～2001 年の間に、政府は約 10.4 万の小学校の教室
を新設し（合計264,776教室）、そこへ約300万人の児童を収容することができた(World Bank, 2004)。
学校建設においても、民間からの支援は多大な影響力を持っていた。政府は、「教育を 100％支援す




基礎教育学校数は、36,117 校で生徒数は 10,479,538 人（女子 4,921,313）で、教員数は 384,029














BO に比べて大きな街に設置されている。各全寮制学校は毎年 28 万人の子どもに利用されて
(21)おり、全国で 153 校だったものが 2003 年には 561 校まで増設された。 
 
⑵ バス通学の導入・二部制解消への試み 









むしろ増加した。改革前の 1996 年には全国の学校のうち 16％が二部制だったのが、2000 年では
36,064 校の初等教育学校のうち 22％（都市部 43％；農村部 13％）となった。2003 年の段階で、全

















就学した。また、UNICEF と協同で政府は、僻地の多い東部アナトリア地域において 2002 年にパイ








進学率は、2002 年度の 96％を除いて、100％を達成した（World Bank, 2004）。このため、政府は現
在世銀の支援を受け、中等教育段階に重点を置きつつある。 
 
２．外部評価と EU 加盟への認識の高まり 
 就学率の上昇達成に成功した 1997 年から開始された一連の大改革は、財政面での裏付けに加えて、
トルコ国内においては比較的珍しいほど政治及び経済の安定という好条件、政権と教育に対する国
民の支持が強かったことが要因であった。国民の支持が強かった背景としては、国際調査の結果に
より EU 加盟実現に関する認識が強まったことが挙げられる。 
 
⑴ 外部評価としての国際調査 
 トルコは OECD 調査団を受け入れ 1989 年に同国の教育について評価報告書を受け取ったことが
あるが、そうした外部の評価を受け入れたのは、1980 年代に市場経済への移行により好調な経済発












て、IEA による国際学力調査(30)や OECD による国際学習到達度調査(31)にそれぞれ参加した。それ
らの結果によると、同国の子どもたちの成績は先進諸国の平均と比べて、非常に低いものであるこ










業率が高まり、収入格差が拡大した。そして EU や OECD 諸国と競争できる経済力を持つため労働
者の生産性を上げるには、教育が解決策だと思われるようになった。EU がトルコの加盟準備協約
について決定したのは 2001 年の欧州理事会で、政治的基準、経済的基準、国内法の EU 法準拠、行
政能力向上の４点を重点課題とした。いずれも教育に関する直接の基準は言及していないが、トル
コ政府は第８次５か年計画（2001-05）では教育の質を EU 並にすることを掲げ、質保証のため現行
の８年間の義務教育を 12 年間に延長することを記している。 
 こうした EU の水準を強く意識した計画を立てる等の改革の動きが評価され、職業技術教育の近








ve Kalkınma Partisi、以下 AKP）への現在でも高い支持率は、与党としては 1983 年の祖国党政権以
来であり、支持基盤が農村部の国民や、都市部イスラム主義者であることが大きな理由である(37)。



























































 しかし世銀や OECD 等の外部の機関は、大学が希望する受験生を入学させることができない現在
の大学入試システムの改善及び、教育省と YÖK の機能面における改善が必要であると指摘してお
り、他方では世俗主義とイスラム主義によるトルコ国内の分断を指摘する者もおり（例えば Howe, 
































































 EU の教育水準を今後も目指すとなると、この入試制度と YÖK の役割は変更され、大学の自治と
地方分権が一層進むであろうが、その時には国内で大きな格差を抱えるトルコは、中央が宗教勢力
を制御する手だてが極端に少なくなり、イスラム教徒の世俗主義国家としての維持が困難になる。













た。しかし 1951 年、政権を執った民主党により再開された。 
⑷世界的に民主主義が盛んになった 1945 年の複数政党制導入に伴い、選挙で有権者からの支持を得るため、建国以












H 校も再開され 1951 年に民主党政権のもとで７校だった同校は、1956 年には 16 校にま
で増えた。コーラン教室も 1932 年には 232 名の受講生を持つ９教室から、1942 年には 938 名で 37 教室、1952 年
には 11,836 名で 195 教室に増加した（Frey, 1964）。 









て、翌 1961 年に選挙を経て民政移管となった。 
⑹1971 年、テロの激化という治安の問題と高いインフラによる経済の不安定から介入をしたが、軍事行動はなく書
簡のみで、翌 72 年に民政移管した。 
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⑺経済破綻及び政治的混乱と親イスラム政党首による大集会を問題として 1980 年に介入し、83 年憲法を制定し国民
投票 91.4％の賛成を受け、民政移管した。 

























1997 年の改革は教育制度改革というより宗教勢力への打撃を狙ったものとする分析もある（村上, 1997: Özdalga, 
1999）。またI
・
H 校について、すでに国家計画局（SPO）は 1973 年の第３次５か年計画の中で、1963/64 年度と 1971/72
年度を比較し、I
・
H 校の生徒数が 611％にも増加し、他の職業訓練校は 127％しか伸びていない点を指摘し、その
進学率の急増に警告を発した（Akşit, 1991）。実際、I・H 校数と生徒数は伸び続けていた。1973 年に 129 校で生徒
約１万人のI
・




















(21)2001/02 年度では 139,600 の児童（うち女子 39,500：男子 100,100）は、276 校の YI
・
BO 地方全寮制小学校に入




(22)数値として 2001 年がバス通学のピークで、女子のバス通学利用率は 39％で、翌 2002 年には児童生徒の数は 60％
も増加したが、女子の利用率は 36％に低下した(Dulger, 2004)。 
(23)2005 年 10月 11日付け Turkish Daily News は国家統計局の発表として 2000 年以降に約 447万人が黒海や東部アナ
トリア地域からイスタンブル等の大都市や観光地で有名なアンタルヤ等に移住したと報じた。
（http://www.turkishdailynews.com.tr/article.php?enewsid=25589） 
(24)2003 年に実施された国際調査 PISA の結果においても、８割前後の学校が教員不足を問題として挙げ、OECD 加
盟国で最大の割合であった（OECD, 2004）。 
(25)2001 年の経済危機により民間の経営および就職は厳しく、銀行の倒産も多く、失業者が次の就職を見つけるのは
大変困難な時期があった。2003 年の失業率は 10.5％、2004 年は 10.3％と高い。それでも 2005 年 11 月 29 日付
















(29)国家統計局(State Institute of Statistics)による年別就学率は下記の通り。 
 年  1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 
 粗就学率  85.63 88.49 94.30 96.18 96.63 96.40 98.17 
 純就学率  81.08 83.59 90.45 90.80 89.79 90.91 91.95 
(30)基礎教育段階の数学と理科の学力を測定した Trends in International Mathematics and Science Study (TIMSS)に 1999
年から、読解力を測定した Progress in International Reading Literacy Study (PIRLS)に 2001 年から、トルコは参加し
ている。 
(31)義務教育段階の修了者を対象とし、数学・理科・読解力を通して実社会で必要とされる知識と技能を測定する
Programme for International Student Assessment (PISA)に 2003 年から。 
(32)PISA 2003 の結果ではトルコの生徒の学習到達度は OECD 加盟国の中でメキシコに次いで低かったが、例えば、
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EU 加盟国のギリシャの結果との統計的に有意差がなかった。TIMSS では EU 加盟候補の旧共産圏諸国の成績はト
ルコのそれと大きく異ならなかった。PISA 2003 の国内報告書によると、トルコは初等教育段階のため TIMSS 及
び PIRLS に、後期中等教育段階のために PISA に引き続き参加し、教育システムを国際的に比較することによっ
て、各段階のカリキュラム改革を行い、教育水準を OECD/EU レベルに引き上げる目標にどこまで近づいている
かを把握すること、そして教育改革は EU との統合を目指したものであると記されている（MEB - Eğitim Araştırma 
ve Geliştirme Dairesi Başkanlıgı, 2004）。 
(33)著者の行った面接調査（2005 年２月 23 日に教育省初等教育部長 F. Ust 氏、９月 12 日に教育省教育研究開発部専
門職 S. Karaca 氏、９月 13 日に Atatürk 基礎教育学校教員 M. Bayrakcı 氏、9 月 16 日に Elmadağ 基礎教育学校長




(34)2001 年 11 月に申請し、2004 年４月には「ソクラテス」、「レオナルド・ダ・ビンチ」、「ユース・プログラム」に
ついて欧州委員会と覚え書きを交換。 






























H 校卒業者が大学進学試験時に課せられる係数を 0.24 から 0.08 へと不利にした。それ以前の出身校種
別係数と大学入試についての詳細は宮崎（2005）を参照。 
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